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第 1章 横浜市都市計画マスタープランに求められる役割と構成 

 

１ 改定の背景 

 

２ 横浜市都市計画マスタープランが扱う内容 

 

３ 横浜市都市計画マスタープランの位置付け 
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４ 求められる役割 

 

横浜市基本構想（長期ビジョン） （おおむね２０２５年）

中期４か年計画

横浜市都市計画マスタープラン
（都市計画の長期的な基本的方針）

全体構想（全市プラン）

地域別構想

分野別計画（主なもの）

本市の未来図
（おおむね１０年後のまちづくり）

・横浜版成長戦略

・基本政策（４年）

区プラン(全区）

地区プラン

横浜市の計画

国土形成計画（全国計画 ・首都圏広域地方計画 ）

横浜市都市計画マスタープランと関連計画との関係

都市計画

市の総合的な計画等

各区局等 運営方針（１年）
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５ 計画期間の考え方

 

（１）基本的な目標年次 

（２）超長期的な目標年次 

 

 

 

６ 構成と記載内容等の考え方 

 

（１）構成 

（２）記載内容等 

ア 全体構想 
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横浜市都市計画マスタープランの記載内容の基本的考え方

地域別構想（区プラン）

全体構想

地域別構想

実施計画等

イ 地域別構想 

(ア) 区プラン 

(イ) 地区プラン 
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第２章 都市づくりの現況と 2025（平成 37）年に向けた課題 

１ これまでの都市づくり 

 

ア 基幹的な都市整備とまちづくりの多様な対応 

  

イ 都市計画マスタープランの策定 

 

ウ 現行都市計画マスタープランの概評 
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① 市域のバランスある発展 

② 快適で安全な環境の保全と創造 

-34 P.26

-42 P.31
-43

P.31

-41 P.31

③ 拠点の強化による多心型都市構造への転換 
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④ 市域の一体性の確保と利便性の向上 

-27 P.22

⑤ 楽しみと個性にあふれ、安心して暮らせる地域環境の創造 

-26 P.21

-37 P.27

⑥ 世界都市・横浜の実現 

-12 P.14
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-16,17 P.15

 

２ 横浜市の現況 

① 人口変動や高齢化 
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出典：国勢調査

出典：統計ポータルサイト、人口動態と年齢別人口 

出典：国勢調査

【図－２ 高齢者、年少者世帯数の推移】 
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出典：平成 22 年国勢調査

出典：国勢調査 

【図－７ 年齢構成の推移】

49.1 47.5 48.2 48.6

244.8 246.3 246.0 244.0

36.5 47.7 60.4 73.6

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

H7
1995

H12
2000

H17
2005

H22
2010

15 15 64 65

【図－６ 人口ピラミッド】

出典：国勢調査
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出典：人口減少等を踏まえた郊外部のまちづくり検討調査（2010（平成 22)年３月）横浜市

（1995(平成７)年⇒2005(平成 17)年） 
・ 駅を中心とした生活圏（駅勢圏）を設定 

（横浜都心部、臨海部、市街化調整区域を除く。） 

・ 交通利便性により、駅 500 メートル圏、 

駅１キロメートル圏、バス 15 分圏、15 分圏外と分類 

・ 各エリアの 1995（平成７）年～2005（平成 17）年の人口増

減率 

  H17 年 H7 年 (H17/H7)

駅 500 メートル圏 789,300 711,346 111.0%

駅１キロメートル圏 1,223,939 1,122,301 109.1%

バス 15 分圏 754,721 722,633 104.4%

バス 15 分圏外 297,756 302,875 98.3%

郊外部全体 3,065,716  2,859,155 107.2%

（1995(平成７)年⇒2005(平成 17)年） 
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（10 年間の若年層の増減率  1995(平成７)年⇒2005(平成 17)年） 

         （2005(平成 17)年）
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② 地球温暖化やヒートアイランド現象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 23 年度夏の気温観測結果（環境創造局資料） 

 

出典：温室効果ガス排出量の推計結果 

（横浜市記者発表資料(2012（平成 24）年６月 21 日） 

出典：横浜市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（平成 22 年度） 
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③ 国際社会における位置付けと産業構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ホームページ 

（関東地方整備局東京港湾事務所） 
出典：横浜市中期４か年計画 

出典：横浜市中期４か年計画 
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出典：統計ポータルサイト、地域、国籍別外国人登録人口 

出典：事業所・企業統計調査 

出典：横浜コンベンション・ビューロー 記者発表資料

(2011 年 12 月６日) 

1.0

出典：横浜コンベンション・ビューロー 記者発表資料(2011（平成 23）年 12 月６日) 
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出典：事業所・企業統計調査 

出典：商業統計調査 出典：工業統計調査 

・事業所数は微増、従業者数は約７パーセント増加している。 
・事業所数、従業者数ともにサービス業、卸売・小売業の割合が高い。 
・事業所数増加率では、複合サービス業、情報通信業、医療・福祉が、従業者増加率では、複合サービス業、教
育・学習支援業、医療・福祉、サービス業が 10 パーセント以上の伸びを示している。 
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④ 土地利用の状況と地域まちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画基礎調査

出典：横浜市資産活用基本方針 

（平成 22(2010)年３月） 

【H23（2011）年 4 月開所】

【H23（2011）年 4 月開所】

17
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出典：「人口減少等を踏まえた郊外部のまちづくり検討調査（2010（平成 22)年３月）横浜市）」 

をもとに都市整備局で作成 
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件 名 受理日 

栄区笠間町二丁目地区 
（用途地域・高度地区・防火及び準防火地域の変更） 

2003（平成 15）年 
７月４日 

旭区二俣川一丁目地区 
（用途地域・高度地区・防火及び準防火地域の変更） 

2003（平成 15）年 
９月 12 日 

都筑区池辺町上藪根地区 
（用途地域・防火及び準防火地域の変更、地区計画の決定） 

2004（平成 16）年 
12 月 15 日 

泉区西が岡一丁目地区 
（用途地域の変更、地区計画の決定） 

2005（平成 17）年 
６月９日 

戸塚区東戸塚西地区 
（地区計画の変更） 

2005（平成 17）年 
６月 20 日 

都市計画決定

又は変更を行

った計画提案 

磯子区磯子三丁目地区 
（地区計画の決定） 

2009（平成 21）年 
３月 27 日 

瀬谷区二ツ橋町地区及び旭区上川井町地区（用途地域・高度地区・防火及び
準防火地域・風致地区の変更、地区計画・特別緑地保全地区の決定） 

2006（平成 18）年 
６月 20 日 

磯子区磯子三丁目地区 
（用途地域・高度地区・風致地区の変更、地区計画の決定） 

2007（平成 19）年 
10 月 18 日取下げ 

都市計画決定

又は変更を行

わなかった計

画提案 栄区上郷町地区 
（用途地域・高度地区の変更、地区計画の決定など） 

2007（平成 19）年 
12 月 28 日 

出典：横浜市ホームページ（建築局都市計画課） 

出典：都市計画基礎調査より都市整備局が作成 
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※地域まちづくりグループ登録地区は、横浜市に登録した団体の地域

まちづくりに関する活動の範囲です。 

【2012（平成 24）年３月末現在】 

出典：横浜市ホームページ（都市整備局）より都市整備局企画課が作成 
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⑤ 交通基盤の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2008（平成 20）年３月現在

出典：道路局資料 
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出典：国土交通省関東地方整備局記者発表資料「第５回東京都市圏パーソントリップ調査の集計結果について」より作成 

出典：2010(平成 22)年都市計画年報（自動車専用道路、新交通
システムを除く）より作成 
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出典：道路局資料を用いて作成 
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※ 築造年不明 12 橋 

2010(平成 22)年４月１日現在    出典：道路局資料 
出典：2010 （平成 22)年度道路交通センサス

出典：道路統計年報 2011（平成 23）年を用いて
作成 

2011 (平成 23)年４月１日現在 ※延長は横浜市が管理している道路の数値
出典：道路局資料

21.8%

17.3%

33.3%

41.5%

18.8%

19.7%

17.9%

15.6%

22.2%

24.5%

21.0%

17.3%

22.0%

27.7%

13.7%

19.9%

16.8%

15.9%

20.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
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南区

港南区
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磯子区

金沢区

港北区

緑区

青葉区

都筑区

泉区

栄区

戸塚区

瀬谷区

横浜市（全体）
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⑥ 水・緑など自然環境や都市の魅力 
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出典：横浜市生物多様性保全再生指針（2009 (平成 21) 年３月） 

出典：環境創造局資料 

 

山林の面積推移 農地の面積推移 
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出典：都市整備局都市デザイン室資料 

【2012（平成 24）年３月末現在】 
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⑦ 安全・安心のまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画基礎調査（2008（平成 20）年時点）
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出典：いえ・みち まち改善事業 事例記録集をもとに都市整備局が作成 

【2012（平成 24）年３月末現在】 
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慶長型地震津波(神奈川県と横浜市)及び４連動地震（横浜市）の浸水深分布図

出典：横浜市消防局資料 

及び 
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出典：安全管理局(現 消防局)雨量観測データ2008(平成20)年

出典：環境創造局資料 

※値は昭和 50 年以前からの継続測定局

における年平均値の平均値 

出典：環境創造局資料 
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３ 超長期（2050（平成 62）年頃）の横浜を取り巻く環境の展望 
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４ 2025（平成 37）年に向けた都市づくりの課題 

 

 

① 人口変動や高齢化への対応 

② 地球温暖化やヒートアイランド現象への対策 

③ 国際社会における位置付けの向上と地域の活性化 
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④ 計画的・効率的な土地利用と地域まちづくり 

⑤ 交通基盤の合理的な整備、更新 
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⑥ 水・緑などの自然的環境や都市の魅力の創造 

 

⑦ 安全・安心のまちづくりの確保 
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第３章 都市づくりの基本理念と目標

 

１ 都市づくりの基本理念 

 

～新しい横浜らしさの創造と持続を支える都市づくり～ 

 

 

２ 都市づくりの目標 

 

 

① 超高齢社会や将来の人口減少社会に対応できる「集約型都市構造」への転換と、

人にやさしい「鉄道駅を中心としたコンパクトな市街地」の形成 
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主要な生活拠点及び駅勢圏が大きい郊外部の生活拠点周辺の市街地の場合 

（P.63 土地利用方針図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社会資本整備審議会資料
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② 地球温暖化やヒートアイランド現象の緩和に向けた、エネルギー効率のよい低

炭素型の都市づくり 

③ 首都圏全体の発展を牽引するとともに、国際競争力を高めるための基盤づくり 
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④ 地域特性に応じた、計画的・効率的な土地利用と地域まちづくり 

⑤ 誰もが移動しやすく環境にやさしい交通の実現 
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⑥ 横浜らしい水・緑環境の実現と、都市の魅力を生かしたまちづくり 

 

⑦ 震災や風水害などの自然災害に強い、安全安心のまちづくり  
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３ 都市構造

（１）本格的な人口減少社会を見据えた市街地のコンパクト化の考え方 

 

ア 現況 

 

イ 基本的考え方 
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ウ 横浜市におけるコンパクト化の考え方 

 

考え方 主な効果 
施策展開時期の 
イメージ 

施策の例 

 
アクセス性を 
向上させる 

 

（時間的なコンパクト化）

コンパクトな 
立地を促す 

 
（空間的なコンパクト化）

 

エ 横浜市におけるコンパクト化を進める上での特に重要な視点 

○駅周辺への機能集積に関して 

○郊外住宅地の低密度化や縮退に関して -
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（２）都市構造の考え方 

～生活圏を基盤とした集約型都市構造～ 

 

市民生活の向上と経済活性化に向けた、都心部等の機能強化と郊外部の持続可能なまちづくり 

 

 

 

ア 首都圏における位置付け  

出典：社会資本整備審議会資料
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イ 周辺都市との連携と広域的な機能連携軸  
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参考：国土形成計画、首都圏広域地方計画、

かながわ都市マスタープラン、横浜市

中期４か年計画 

【図－49 首都圏における横浜市の位置付け】 
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【図－50 周辺都市との連携と広域的な機能連携軸】 
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ウ 目指すべき都市構造  

 

① 二つの都心の機能強化と、それにつながる鉄道を軸とした集約型都市構造 

② 郊外部の鉄道駅を中心としたコンパクトな市街地を基本とした地域構造 
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◆主要な生活拠点 

 

◆駅勢圏が大きい郊外部の生活拠点 

◆駅勢圏が小さい郊外部の生活拠点 

③ 首都圏やアジア諸都市と適切に役割分担できる「臨海部産業拠点と国際的なハ

ブポートの形成」 

 

④ 産業拠点や物流拠点を支える「鉄道や高速道路等による広域的な機能連携軸」 

⑤ 都市に潤いを与える「緑の 10 大拠点」 
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注）駅勢圏が大きい郊外部の生活拠点：郊外部の１日の乗降客数が３万人以上の駅 

（出典：平成 23 年度横浜市都市整備局事業概要） 
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（図（P.37）の再掲）

駅勢圏が小さい郊外部の生活拠点周辺の市街地の場合

主要な生活拠点及び駅勢圏が大きい郊外部の生活拠点周辺の市街地の場合 

（P.63 土地利用方針図参照）
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第４章 部門別の方針
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①郊外部の土地利用の基本方針（共通事項） 

②北部方面 

③西部方面 

④南部方面 

①横浜都心 

②新横浜都心 

①工業地 

②横浜都心とつながる内港地域 

③港湾物流地域 

１ 土地利用の方針                    

 

■方針の体系 

 

１－１ 土地利用の基本方針 

 

１－２ 区域区分の方針 

(1)区域区分設定の基本的考え方 

(2)市街化調整区域の土地利用の方針 

  

１－３ ゾーン別の土地利用の方針 

(1)都心部 

 

 

(2)臨海部 

 

 

 

(3)都心・臨海周辺部 

(4)郊外部 
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１－１ 土地利用の基本方針 

○ バランスとめりはりのある土地利用の誘導 

○ 地域の現状を踏まえたゾーンごとの土地利用方針の策定 

○ 国際競争力強化や市民生活利便性向上のための市街地開発・拠点整備 

○ 自然的環境の保全と魅力ある市街地環境の創造 
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１－２ 区域区分の方針 

（１）区域区分設定の基本的考え方 

（２）市街化調整区域の土地利用の方針 

 

ア  優良な農地との健全な調和に関する方針 

 

イ  災害防止の観点から必要な市街化の抑制に関する方針 

 

ウ  自然環境形成の観点から必要な保全に関する方針 
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エ その他の土地利用に関する方針 
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１－３ ゾーン別の土地利用の方針 

ゾーン区分 

ゾーン図 
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（１）都心部 

① 横浜都心 

 

② 新横浜都心 
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（２）臨海部 

① 工業地 

② 横浜都心とつながる内港地域 

③ 港湾物流地域 



59

（３）都心・臨海周辺部 

（４）郊外部 

① 郊外部の土地利用の基本方針（共通事項） 
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② 北部方面 
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③ 西部方面 

 

④ 南部方面 
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土地利用方針図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この土地利用方針図は、土地利用の方針の大枠を示した
ものであり、凡例の内容は、その地域の中で想定してい
る中心的な土地利用を示したものです。なお、位置や区
域等を正確に示しているものではありません。 
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２ 都市交通の方針 

 

■方針の体系 

 

２－１ 環境をまもり人にやさしい交通の実現の方針 

(1)公共交通の利用促進 

 ①公共交通の利用環境の改善 

 ②過度なマイカー交通の抑制 

 ③交通行動の転換を促すための啓発活動 

(2)環境負荷の低減につながる交通施策の展開 

 ①公共交通の利用促進 

②自動車交通の円滑化・需要の抑制 

③低公害車の普及促進 

④環境と調和した交通施策の推進 

⑤環境に優しい交通行動の啓発 

(3)誰もが楽しく快適・安全に移動できる交通環境の整備 

 ①横浜都心部での回遊性の向上 

②駅周辺での歩行環境・自転車走行環境の整備 

③住宅地における安全に移動できる環境の整備 

 

２－２ 誰もが移動しやすい交通の実現の方針 

(1)移動の円滑化に向けた体系的な交通ネットワークの整備 

 ①道路ネットワークの整備推進 

 ②地域特性に応じた駐車場の整備と活用 

 ③鉄道ネットワークの整備促進と輸送力の増強 

④交通基盤の有効活用と適切な維持管理 

(2)競争力強化に資する広域交通ネットワークの形成 

 ①広域的な幹線道路網の整備 

②東アジアのハブポートとしての横浜港の機能強化 

③国際ビジネスの交流基盤としての航空機能の強化 

(3)駅を中心としたコンパクトな市街地形成に向けた地域交通施策の展開 

 ①地域の足としての路線バスの維持・充実 

②地域の特性やニーズに合った交通サービスへの支援 
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２－１ 環境をまもり人にやさしい交通の実現の方針 

（１） 公共交通の利用促進 

① 公共交通の利用環境の改善 

 

② 過度なマイカー交通の抑制 

 

③ 交通行動の転換を促すための啓発活動 

（２） 環境負荷の低減につながる交通施策の展開 

① 公共交通の利用促進 

 

② 自動車交通の円滑化・需要の抑制 

 

③ 低公害車の普及促進 

 

④ 環境と調和した交通施策の推進 
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⑤ 環境に優しい交通行動の啓発 

 

（３） 誰もが楽しく快適・安全に移動できる交通環境の整備 

① 横浜都心での回遊性の向上  

 

② 駅周辺での歩行環境・自転車走行環境の整備 

 

③ 住宅市街地における安全に移動できる環境の整備 

２－２ 誰もが移動しやすい交通の実現の方針 

（１） 移動の円滑化に向けた体系的な交通ネットワークの整備 

① 道路ネットワークの整備推進 
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歩道の設置や交差点の改良等、

 

② 地域特性に応じた駐車場の整備と活用 

 

③ 鉄道ネットワークの整備促進と輸送力の増強 

 

④ 交通基盤の有効活用と適切な維持管理 

（２） 競争力強化に資する広域交通ネットワークの形成 

① 広域的な幹線道路網の整備 

 

② 東アジアのハブポートとしての横浜港の機能強化 

 

③ 国際ビジネスの交流基盤としての航空機能の強化 
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（３） 駅を中心としたコンパクトな市街地形成に向けた地域交通施策の展開 

① 地域の足としての路線バスの維持・充実 

 

② 地域の特性やニーズに合った交通サービスへの支援 
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都市交通の方針図（高速道路） 
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都市交通の方針図（幹線道路※） 
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都市交通の方針図（鉄軌道） 
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３ 都市環境の方針 

 

■方針の体系 

３－１ 低炭素型都市づくりの方針 

(1)集約型都市構造と駅を中心としたコンパクトなまちづくりへの転換 

(2)環境にやさしい交通体系の形成 

①交通ネットワークの整備等による環境負荷低減 

②電気自動車等の低公害車の普及・促進 

③徒歩や自転車による快適な交通環境の整備 

(3)効率的なエネルギー利用の推進 

①地域での効率的なエネルギー利用の推進 

②エネルギー効率のよい都市施設・建築物・設備への転換 

(4)再生可能エネルギー・未利用エネルギーの普及・拡大 

①都市施設等への導入 

②住宅等への普及促進 

(5)ヒートアイランド対策の推進 

①排熱の抑制 

②緑地の保全・整備と地表面の改良 

③都市形態の改善 

 

３－２ 豊かな生物多様性の実現に向けた水と緑の保全と創造の方針 

(1)水と緑をまもる 

①樹林地・農地・谷戸等の保全 

②河川・海域の保全 

(2)水と緑をつくる 

①公園や緑地の整備 

②緑化の推進 

③魅力ある水辺空間の創出 

④健全な水循環の回復 

(3)水と緑をつなぐ 

①「つながりの森」の取組の推進 

②「きれいな海づくり」の取組の推進 

③市民のライフスタイルの変革や市民協働の取組の推進 

 

３－３ 資源循環の方針  

(1)３Ｒの推進 

(2)廃棄物処理施設 

(3)建設発生土の再生利用の推進 

 

３－４ 生活環境保全の方針 

(1)公害防止に向けた取組の推進 

(2)身近な生活環境の改善に向けた取組 
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３－１ 低炭素型都市づくりの方針 

（１）集約型都市構造と駅を中心としたコンパクトなまちづくりへの転換 

（２）環境にやさしい交通体系の形成 

① 交通ネットワークの整備等による環境負荷低減 

 

② 電気自動車等の低公害車の普及・促進 

 

③ 徒歩や自転車による快適な交通環境の整備 
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（３）効率的なエネルギー利用の推進 

① 地域での効率的なエネルギー利用の推進 

 

 

② エネルギー効率のよい都市施設・建築物・設備への転換 

（４）再生可能エネルギー・未利用エネルギーの普及・拡大 

① 都市施設等への導入 

 

② 住宅等への普及促進 
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（５）ヒートアイランド対策の推進 

① 排熱の抑制  

 

② 緑地の保全・整備と地表面の改良 

 

③ 都市形態の改善 

 

３－２ 豊かな生物多様性の実現に向けた水と緑の保全と創造の方針 

（１）水と緑をまもる 

 

① 樹林地・農地・谷戸等の保全 

【樹林地】 
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【農地】 

【谷戸】 

 

② 河川・海域の保全 

（２）水と緑をつくる 

① 公園や緑地の整備 
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② 緑化の推進 

 

③ 魅力ある水辺空間の創出 

 

④ 健全な水循環の回復 

（３）水と緑をつなぐ 

① 「つながりの森」の取組の推進 

 

② 「きれいな海づくり」の取組の推進 
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③ 市民のライフスタイルの変革や市民協働の取組の推進 

３－３ 資源循環の方針 

（１）３Ｒの推進 

（２）廃棄物処理施設 

（３）建設発生土の再生利用の推進 

 

３－４ 生活環境保全の方針 

（１）公害防止に向けた取組の推進 

（２）身近な生活環境の改善に向けた取組 
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都市環境の方針図 
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４ 都市の魅力の方針 

 

■方針の体系 

 

４－１ 都市の魅力向上の基本方針 

 

４－２ 都市デザイン及び創造都市の取組による魅力向上の方針 

(1)横浜の個性を生かした都市空間の形成 

①魅力づくりの推進 

②歴史的建造物の保全、活用の推進 

③公共空間のデザイン演出 

(2)臨海部の水辺空間を生かした魅力向上 

①市民に開放された水辺空間の形成 

②水辺における多様な活動の推進 

③美しい港の景観形成 

  

４－３ 市民生活の質や地域にふさわしい魅力向上の方針 

(1)多様性を感じさせる景観形成 

①河川周辺における景観形成 

②幹線道路周辺における景観形成 

③まとまった樹林地・農地・里山・谷戸、大規模公園等の景観形成 

(2)地域の歴史や個性を生かしたまちづくりの推進 

(3)市民・事業者・行政の協働によるまちづくりの推進 
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４－１ 都市の魅力向上の基本方針 

４－２ 都市デザイン及び創造都市の取組による魅力向上の方針 

（１）横浜の個性を生かした都市空間の形成 

① 魅力づくりの推進 

 

② 歴史的建造物の保全、活用の推進 
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③ 公共空間のデザイン演出 

（２）臨海部の水辺空間を生かした魅力向上 

① 市民に開放された水辺空間の形成 

 

② 水辺における多様な活動の推進 

 

③ 美しい港の景観形成 

４－３ 市民生活の質や地域にふさわしい魅力向上の方針 

（１）多様性を感じさせる景観形成 

① 河川周辺における景観形成 

 

② 幹線道路周辺における景観形成 
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③ まとまった樹林地、農地、里山、谷戸、大規模公園等の景観形成 

（２）地域の歴史や個性を生かしたまちづくりの推進 

（３）市民・事業者・行政の協働によるまちづくりの推進 
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 ５ 都市活力の方針 

■方針の体系 

 

５－１ 都市活力の基本方針 

 

５－２ 都心部の競争力向上及び活力を支える産業基盤強化の方針 

(1)都心部の活力、競争力の向上  

①横浜駅周辺地区の開発促進 

②みなとみらい２１地区の開発促進 

③関内・関外地区の活性化の推進 

④横浜都心とつながる内港地域の活性化の推進 

⑤新横浜都心の機能強化 

(2)技術・経営革新（イノベーション）の促進による産業の活性化 

①中小企業の競争力強化による成長支援 

②成長分野における産業の振興・拠点の形成 

③国内外からの企業誘致の推進 

(3)国際競争力強化と産業イノベーションを支える交通基盤等の構築 

①空港へのアクセス強化 

②産業拠点から国土軸、首都圏全体へのアクセス強化 

③港湾の機能強化と背後地とのアクセス強化 

④市場の再編と機能強化 

⑤高度情報化社会への対応 

⑥次世代型都市インフラの構築 

 

 

５－３ ＭＩＣＥ・観光の機能強化 

(1)ＭＩＣＥ誘致・開催支援促進のための機能強化 

(2)観光資源の活用と機能強化 

 

 

５－４ 市民生活の利便性向上 

(1)鉄道駅周辺地区整備の推進 

(2)住宅市街地の活性化 
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５－１ 都市活力の基本方針 

５－２ 都心部の競争力向上及び活力を支える産業基盤強化の方針 

（１）都心部の活力、競争力の向上 

① 横浜駅周辺地区の開発促進 

 

② みなとみらい２１地区の開発促進 
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③ 関内・関外地区の活性化の推進 

 

④ 横浜都心とつながる内港地域の活性化の推進 

 

⑤ 新横浜都心の機能強化 
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（２）技術・経営革新（イノベーション）の促進による産業の活性化 

① 中小企業の競争力強化による成長支援 

 

② 成長分野における産業の振興・拠点の形成 

 

③ 国内外からの企業誘致の推進 

（３）国際競争力強化と産業イノベーションを支える交通基盤等の構築 

① 空港へのアクセス強化 
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② 産業拠点から国土軸、首都圏全体へのアクセス強化 

 

 

③ 港湾の機能強化と背後地とのアクセス強化

 

④ 市場の再編と機能強化 

 

⑤ 高度情報化社会への対応 

 

 

⑥ 次世代型都市インフラの構築 



89

５－３ ＭＩＣＥ・観光の機能強化 

（１）ＭＩＣＥ誘致・開催支援促進のための機能強化 

 

（２）観光資源の活用と機能強化 

 

５－４ 市民生活の利便性向上 

（１）鉄道駅周辺地区整備の推進  

 

（２）住宅市街地の活性化 
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都市活力の方針図 
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６ 都市防災の方針 

 

■方針の体系 

６－１ 都市防災の基本方針 

(1)市民の生命を守る減災に向けた都市づくり 

(2)大規模災害に対応できる都市構造の構築 

(3)地域の特性に対応した災害対策の強化 

①都心部 

②都心・臨海周辺部及び郊外部 

③臨海部 

 

６－２ 被害を最小化するための減災都市づくりの方針 

(1)既成市街地等の防災性の強化 

①密集住宅市街地の整備・改善 

②市街地の不燃化促進 

③臨海部の防災対策の強化 

(2)都市の耐震化の促進 

①建築物の耐震化促進 

②都市基盤施設及びライフラインの耐震化 

③造成地における大規模盛土への対応 

(3)大規模地震に伴う液状化や津波への対応 

①液状化対策 

②津波対策 

(4)水害等への対策の推進 

①水害への対策の推進 

②がけ崩れ災害対策の推進 

 

６－３ 災害時の都市機能確保の方針 

(1)救援活動や緊急輸送のための道路機能の確保 

(2)海上輸送の拠点となる港湾機能の確保 

(3)災害時におけるライフラインの確保 

 

６－４ 復興都市づくりの方針 

(1)被災市街地の復興の方針 

(2)復興まちづくりに向けた事前の備え 

 

６－５ 地域の防災・防犯力向上の方針 

(1)地域住民が主体となり、協働で進める安全・安心のまちづくり 

(2)建築物や宅地開発における計画時点での防犯対策の充実
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６－１ 都市防災の基本方針 

（１）市民の生命を守る減災に向けた都市づくり 

（２）大規模災害に対応できる都市構造の構築 

（３）地域の特性に対応した災害対策の強化 

① 都心部 
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② 都心・臨海周辺部及び郊外部  

 

③ 臨海部 

６－２ 被害を最小化するための減災都市づくりの方針 

（１）既成市街地等の防災性の強化 

① 密集住宅市街地の整備・改善 

 

② 市街地の不燃化促進 

 

③ 臨海部の防災対策の強化 
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（２）都市の耐震化の促進 

① 建築物の耐震化促進 

 

② 都市基盤施設及びライフラインの耐震化 

 

③ 造成地における大規模盛土への対応 

（３）大規模地震に伴う液状化や津波への対応 

① 液状化対策 

 

② 津波対策 
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（４）水害等への対策の推進 

① 水害への対策の推進 

 

② がけ崩れ災害対策の推進 

６－３ 災害時の都市機能確保の方針 

（１）救援活動や緊急輸送のための道路機能の確保 

（２）海上輸送の拠点となる港湾機能の確保 

（３）災害時におけるライフラインの確保 
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６－４ 復興都市づくりの方針 

（１）被災市街地の復興の方針 

（２）復興まちづくりに向けた事前の備え 

６－５ 地域の防災・防犯力向上の方針 

（１）地域住民が主体となり、協働で進める安全・安心のまちづくり 

（２）建築物や宅地開発における計画時点での防犯対策の充実 



98



99

第５章 プランの実現に向けて

１ 都市づくりの主体と役割分担 

（１）市民の役割  

（２）事業者の役割 
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（３）行政の役割 

２ 総合的都市・まちづくりの推進 

＜地域のまちづくりの推進事例（地区計画）＞
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＜地域のまちづくりの推進事例（地域まちづくりプラン）＞

 

 

３ 分かりやすい都市計画の推進 
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４ 今後の横浜市都市計画マスタープランの見直し 
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 参考資料  

１ 用語集  

【ア行】 

赤潮 

アスベスト 

 

アフターコンベンション 

 

いえ・みち まち改善事業 

一級河川 

 

イノベーション 
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インナーハーバー地区 

インフラ 

ウォーターフロント 

雨水浸透施設 

雨水浸透ます 

雨水貯留施設 

運輸政策審議会 

エキサイトよこはま２２ 

液状化 

エコドライブ 
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エリアマネジメント 

オープンスペース 

 

温室効果ガス 

 

【カ行】 

神奈川東部方面線 

簡易沈殿処理 

 

環境学習 

環境配慮住宅 

 

環境負荷 
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急傾斜地崩壊危険区域 

狭あい道路 

 

緊急交通路想定道路 

 

区域区分 

 

クリエーター 

 

クールスポット 

 

グローバル 

 

形態規制 

 

減災 
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建設発生土 

 

減築 

建築制限区域 

 

高速鉄道３号線 

高付加価値型企業 

交流拠点都市 

高齢化率 

 

国際交流拠点 

 

コミュニティサイクル 
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コミュニティビジネス 

 

混雑時旅行速度 

コンテナターミナル 

コンパクトシティ 

 

コンベンション 

 

 

【サ行】 

再生可能エネルギー 

サービス付き高齢者向け住宅 
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３Ｒ 

産業遺構 

 

産業観光 

市街化区域 

 

市街化調整区域 

 

市街地の縮退 

次世代インフラ 
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次世代型都市インフラ 

 

持続可能な都市づくり（まちづくり） 

 

視点場 

 

市民の森 

シームレス化 

社会増、自然増 

遮熱性舗装 

 

循環型社会 

 

準用河川 
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情報インフラ 

 

集約型都市構造（集約型の都市構造） 

 

循環型都市づくり 

 

人口指標 

 

食農教育 

スプロール 

 

スマートグリッド 

スマートコミュニティ 

生物浄化 

 

生物多様性 
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生物多様性プロモーション（ｂ-プロモーション） 

 

浅海域 

 

全窒素 

 

全りん 

創造産業 

 

創造都市 

 

ソーシャルビジネス 

 

 

【タ行】 

ダイオキシン類 
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大気汚染物質 

 

ダウンゾーニング 

 

多自然川づくり 

地域エネルギーマネジメント 

 

地域交通サポート事業 

地域地区 

 

地域モビリティ 
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地域冷暖房システム 

 

地区計画 

地区計画の手続条例 

超高齢社会 

長寿命化 

 

津波警報伝達システム 

 

低公害車 

低炭素型都市づくり 
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低炭素技術 

 

低炭素社会 

 

透水性舗装 

道路交通センサス 

 

特別緑地保全地区 

都市型住宅 

 

都市型水害 

 

都市機能 

 

都市計画基礎調査 
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都市計画区域 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

都市計画提案制度 

 

土砂災害警戒区域 

都心機能 

都心居住 

 

土地区画整理事業 

 

 

【ナ行】 

二級河川 
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二酸化窒素 

 

二次林 

 

ニューツーリズム 

 

熱帯夜 

 

農業振興地域 

農業専用地区 

 

【ハ行】 

バイオ関連企業 

 

ハザードマップ 

 

バスベイ 

 

パーソントリップ調査 
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ハブポート 

 

バリアフリー化 

被災市街地復興推進地域 

 

ビジネスイベント 

 

ヒートアイランド現象 

フェイス ツー フェイス 

 

不燃化促進区域 

 

防火及び準防火地域 

 

防災街区整備地区計画 

 

防災再開発促進地区 
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防災遮断帯 

 

保水性舗装 

 

ポテンシャル 

 

ボトルネック 

 

【マ行】 

緑の10大拠点 

未利用エネルギー 

 

モビリティマネジメント 

モーダルシフト 

 

 

【ヤ行】 

容積率 
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用途地域 

 

横浜市環境管理計画 

横浜市基本構想（長期ビジョン） 

横浜市市街地環境設計制度 

 

横浜市宅地開発要綱 

横浜市地域まちづくり推進条例 
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横浜市中期４か年計画 

 

ヨコハマ市民まち普請事業 

 

横浜スマートシティプロジェクト 

 

【ラ行】 

ライトアップ 

 

ライフサイクル 

 

ライフステージ 

ライフライン 

 

リサイクル 

リデュース 
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リニア中央新幹線 

 

リノベーション 

 

流域 

 

リユース 

 

緑化地域制度 

緑被率 

歴史を生かしたまちづくり要綱 

 

【アルファベット】 

ＡＰＥＣ 
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ＡＳＥＡＮ 

ＢＥＭＳ 

 

ＣＡＳＢＥＥ 

 

ＣＯＤ 

ＨＥＭＳ 

ＩＴＳ 

 

ＬＥＤ 

 

ＭＩＣＥ 
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ＮＰＯ 
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２ 改定までの経緯 

（１）改定の経緯 

年度 検討・策定内容 

2009（平成21）

年度 

・横浜市の現況及び課題を整理（基礎調査） 

・庁内の検討会議の設置 

2010（平成22）

年度 

・庁内検討会での検討 

・都市計画マスタープラン改定検討委員会の設置及び開催 

 

 都市計画マスタープラン改定に向けた提言（素案）を公表 

 

・提言（素案）について、意見募集を実施 

※87名・団体の方から、総数で206の意見が提出されました。 

2011（平成23）

年度 都市計画マスタープラン改定検討委員会が「都市計画マスタープラン改

定に向けた提言」を横浜市に提出 

 

・部門別方針の庁内検討 

2012（平成24）

年度 

 

改定プラン（素案）を公表

 

・改定プラン（素案）説明会、閲覧、パブリックコメント 

 

改定プラン（原案）を公表

 

・改定プラン（原案）閲覧、意見の募集 

・都市計画審議会に付議 

 

改定プラン告示 
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（２）検討の体制 

ア 学識経験者等による検討会議 

(ア) 横浜市都市計画マスタープラン改定検討委員会設置 

 

(イ) 横浜市都市計画マスタープラン改定検討委員会委員名簿（敬称略・順不同）
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(ウ) 横浜市都市計画マスタープラン改定検討委員会開催日程・議事内容 

 開催日・場所 議題 

第１回 平成22年７月21日（水） 

於：市庁舎５階関係機関執務室 

（１）委員会の進め方について 

（２）都市づくりの課題について 

（３）都市づくりの基本理念と目標等について 

第２回 平成22年９月16日（木） 

於：松村ガーデンホール 

（１）前回の指摘事項について 

・検討委員会の進め方 

・現行の都市計画マスタープラン（全市プラン）における目標や

方針に対しての取組状況等 

（２）改定に当たっての方向性について 

第３回 平成22年 11月 26日（金） 

於：松村ガーデンホール 

（１）都市づくりの基本理念、目指すべき将来像について 

（２）新たな都市計画マスタープランに求められる役割と構成の

あり方について 

・区プランモデルスタディ中間報告 

（３）その他 

・市民意見の聴取について 

第４回 平成23年１月20日（水） 

於：松村ガーデンホール 

（１）横浜市都市計画マスタープラン改定に向けた提言（素案）

（案）について 

（２）その他 

・市民意見募集について 

意見 

募集 

平成23年２月７日（月）～ 

       ２月28日（月） 

横浜市都市計画マスタープラン改定に向けた提言（素案）及び概

要版リーフレットへの自由意見募集 

＜委員会にて実施＞ 

第５回 平成23年 4月19日（火） 

於：マツ・ムラホール 

（１）意見募集の実施結果について 

（２）横浜市都市計画マスタープラン改定に向けた提言（案）に

ついて 

（３）その他 
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イ 庁内検討会議 

区・局 部 課 

鶴見区 総務部 区政推進課 

港北区 総務部 区政推進課 

青葉区 総務部 区政推進課 

栄区 総務部 区政推進課 

温暖化対策統括本部 企画調整部 調整課 

政策局 政策部 政策課 

文化観光局 創造都市推進部 創造都市推進課 

経済局 成長戦略推進部 産業立地調整課 

健康福祉局 企画部 企画課 

環境創造局 政策調整部 政策課 

環境創造局 下水道計画調整部 下水道事業調整課 

建築局 企画部 企画課 

建築局 企画部 都市計画課 

建築局 住宅部 住宅計画課 

道路局 計画調整部 企画課 

港湾局 企画調整部 企画調整課 

消防局 危機管理室 危機対処計画課 

都市整備局 都市交通部 都市交通課 

都市整備局 都心整備・みなとみらい２１推進部 都市再生推進課 

都市整備局 都市づくり部 地域まちづくり課 

都市整備局 都市づくり部 都市デザイン室 

都市整備局 市街地整備部 市街地整備調整課 

都市整備局 企画部 企画課 

＜オブザーバー＞資源循環局 総務部 資源政策課 

 

 

 


